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１．前書き 

合理化橋梁として発案された少数主桁橋は、日本道路公団をはじめとした機

関で採用され、新しい橋梁形式の一つとして定着しつつある。当初、この形式

は比較的短い支間長で適用されていたが、最近では、５０ｍを大幅に超える橋

梁の適用事例も報告されている。しかしながら、従来の多主桁橋と比較して耐

風安定性に影響を及ぼす構造減衰が低い等が報告されており、今後の普及を踏

まえると耐風安定性を推定する手法について検討していく必要がある。耐風安

定性には固有振動数や構造減衰がどの程度あるのかということは重要なこと

であるが、具体的に、これまで起振機を使った実施例は極めて少ない。そこで、 

支間が６０ｍ程度の橋について実際に起振機を用いた試験を行い、構造減衰等を確認した。 

 
           図－２   少数主桁橋  一般図 
 

 

２．試験概要 

対象とした橋梁は、日本道路公団の少数主桁橋で橋長 225m,幅員 11m,

最大支間長 60m の 4径間の連続橋である。（図―１、２参照）起振機は

土木研究所所有のものを使用した。試験としては、常時微動観測、定常

加振試験（スイープ加振）、自由減衰振動試験を実施した。常時微動観

測は起振機の加振振動数の範囲を特定する目的で、定常加振試験は桁の

固有振動数を調査する目的で、自由減衰振動実験は桁の固有振動数にお

ける構造減衰率を調査する目的で実施した。なお、対象モードは鉛直たわみ１次、ねじれ 1 次であり、事前に数
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図－３解析モデル 

図－１ 断面図 
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値解析したモードについては以下のとおりであ

る。解析結果は以下の表―１のとおり。 

自由減衰振動試験は、起振機を桁の共振振動 

数に合わせ桁を加振させ、桁の振動が所定 

の加速度となった時点で急停止させ桁の構造減

衰を計測した。鉛直たわみ及びねじれ１次振動

モードともそれぞれ１１回計測した。また、計

測時は気温１０°Ｃ、まったくの無風状態であ

り、構造減衰率に含まれる空力減衰としては無

風時のものだけであると見なせる。 

３．試験結果 

結果は以下の通りとなった。 

①振動数：共振曲線（図-４）からは、鉛直たわみ１次振動モードは

1.88Hz、ねじれ１次振動モードは 2.15Hz と推定出来る。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

                    図－４ 周波数応答 

②構造減衰：実測値 11 回をまとめると表―２のとおり。 
              表―２ 構造減衰率 

対数減衰率実測値 
振動モード 

範囲 平均 

鉛直たわみ１次 0.042－0.048 0.044 

ねじれ１次 0.048－0.052 0.049 

 
構造減衰の解析結果の一例としてねじれの１ケースを図―４として示

す。 
４．まとめ 

 固有振動数については、振動数比（ねじれ/たわみ）は 1.14 であった。実

験前の固有値解析と比べ実測のたわみの振動数があっていない。これについ

ては、今後検討していきたい。 
構造減衰率が天候の非常によい状態で計測できた。今後の目安になると思われ

る。なお，本検討は，（独）土木研究所，（社）日本橋梁建設協会による 

「新形式橋梁の耐風安定性手法の開発」の共同研究の一環として実施された 

ものである。 

モード 固有振動数(Hz) 

鉛直たわみ１次 １．５１ 

ねじれ 1 次 ２．１８ 

比 １．４４ 

写真－１ 振動試験様子 

鉛直たわみ１次モード共振曲線
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表―１ 解析結果 

図―４ 解析結果 
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